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第１編 総説 

 

本編においては，以下の資料について，それぞれ略称を用いることとする。 

 

 答申：「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善

及び必要な方策等について（答申）」 平成 28年 12 月 21 日 中央教育審議会 

 報告：「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」 平成 31 年１月 21 日 中央教

育審議会 初等中等教育分科会 教育課程部会 

 改善等通知：「小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習

評価及び指導要録の改善等について（通知）」 平成 31年３月 29日 初等中等

教育局長通知 

 

 

第１章 平成 29 年改訂を踏まえた学習評価の改善 

１ はじめに 

学習評価は，学校における教育活動に関し，児童生徒の学習状況を評価するものである。

答申にもあるとおり，児童生徒の学習状況を的確に捉え，教師が指導の改善を図るととも

に，児童生徒が自らの学びを振り返って次の学びに向かうことができるようにするため

には，学習評価の在り方が極めて重要である。 

各教科等の評価については，学習状況を分析的に捉える「観点別学習状況の評価」と「評

定」が学習指導要領に定める目標に準拠した評価として実施するものとされている1。観

点別学習状況の評価とは，学校における児童生徒の学習状況を，複数の観点から，それぞ

れの観点ごとに分析する評価のことである。児童生徒が各教科等での学習において，どの

観点で望ましい学習状況が認められ，どの観点に課題が認められるかを明らかにするこ

とにより，具体的な学習や指導の改善に生かすことを可能とするものである。各学校にお

いて目標に準拠した観点別学習状況の評価を行うに当たっては，観点ごとに評価規準を

定める必要がある。評価規準とは，観点別学習状況の評価を的確に行うため，学習指導要

領に示す目標の実現の状況を判断するよりどころを表現したものである。本参考資料は，

観点別学習状況の評価を実施する際に必要となる評価規準等，学習評価を行うに当たっ

て参考となる情報をまとめたものである。 

以下，文部省指導資料から，評価規準について解説した部分を参考として引用する。 

 

                                                      
1 各教科の評価については，観点別学習状況の評価と，これらを総括的に捉える「評定」の両方について
実施するものとされており，観点別学習状況の評価や評定には示しきれない児童生徒の一人一人のよい点
や可能性，進歩の状況については，「個人内評価」として実施するものとされている。なお，知的障害者
である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校における「観点別学習状況の評価」と各節目のうち特定
の時点に重きを置いて実施する総括的な評価は記述で端的に表すものとされている。（P.６～11 に後述） 
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（参考）評価規準の設定（抄） 

（文部省「小学校教育課程一般指導資料」（平成５年 9 月）より） 
 

 新しい指導要録（平成３年改訂）では，観点別学習状況の評価が効果的に行われるよ
うにするために，「各観点ごとに学年ごとの評価規準を設定するなどの工夫を行うこ
と」と示されています。 
 これまでの指導要録においても，観点別学習状況の評価を適切に行うため，「観点の
趣旨を学年別に具体化することなどについて工夫を加えることが望ましいこと」とされ
ており，教育委員会や学校では目標の達成の度合いを判断するための基準や尺度などの
設定について研究が行われてきました。 
 しかし，それらは，ともすれば知識・理解の評価が中心になりがちであり，また「目
標を十分達成（＋）」，「目標をおおむね達成（空欄）」及び「達成が不十分（－）」ごと
に詳細にわたって設定され，結果としてそれを単に数量的に処理することに陥りがちで
あったとの指摘がありました。 
 今回の改訂においては，学習指導要領が目指す学力観に立った教育の実践に役立つよ
うにすることを改訂方針の一つとして掲げ，各教科の目標に照らしてその実現の状況を
評価する観点別学習状況を各教科の学習の評価の基本に据えることとしました。したが
って，評価の観点についても，学習指導要領に示す目標との関連を密にして設けられて
います。 
 このように，学習指導要領が目指す学力観に立つ教育と指導要録における評価とは一
体のものであるとの考え方に立って，各教科の目標の実現の状況を「関心・意欲・態
度」，「思考・判断・表現」，「技能・表現（または技能）」及び「知識・理解」の観点ご
とに適切に評価するため，「評価規準を設定する」ことを明確に示しているものです。 
 「評価規準」という用語については，先に述べたように，新しい学力観に立って子供
たちが自ら獲得し身に付けた資質や能力の質的な面，すなわち，学習指導要領の目標に
基づく幅のある資質や能力の育成の実現状況の評価を目指すという意味から用いたもの
です。 

 

２ 平成 29 年改訂を踏まえた学習評価の意義 

（１）学習評価の充実 

平成 29 年改訂特別支援学校小学部・中学部学習指導要領総則においては，学習評価

の充実について新たに項目が置かれた。具体的には，学習評価の目的等について以下の

ように示し，単元や題材など内容や時間のまとまりを見通しながら，児童生徒の主体

的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を行うと同時に，評価の場面や方法を工

夫して，学習の過程や成果を評価することを示し，授業の改善と評価の改善を両輪とし

て行っていくことの必要性を明示した。 
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・児童又は生徒のよい点や可能性，進歩の状況などを積極的に評価し，学習したこと

の意義や価値を実感できるようにすること。また，各教科等の目標の実現に向けた

学習状況を把握する観点から，単元や題材など内容や時間のまとまりを見通しなが

ら評価の場面や方法を工夫して，学習の過程や成果を評価し，指導の改善や学習意

欲の向上を図り，資質・能力の育成に生かすようにすること。 

・各教科等の指導に当たっては，個別の指導計画に基づいて行われた学習状況や結果

を適切に評価し，指導目標や指導内容，指導方法の改善に努め，より効果的な指導

ができるようにすること。 

・創意工夫の中で学習評価の妥当性や信頼性が高められるよう，組織的かつ計画的な

取組を推進するとともに，学年や学校段階を越えて児童又は生徒の学習の成果が円

滑に接続されるよう工夫すること。 

 （特別支援学校小学部・中学部学習指導要領第１章総則 第４節 教育課程の実施と学習

評価 ３ 学習評価の充実） 

 

（２）カリキュラム・マネジメントの一環としての指導と評価 

各学校における教育活動の多くは，学習指導要領等に従い児童生徒や地域の実態を

踏まえて編成された教育課程の下，指導計画に基づく授業（学習指導）として展開され

る。各学校では，児童生徒の個別の指導計画に基づいて行われた学習状況を評価し，そ

の結果を児童生徒の学習や教師による指導の改善や学校全体としての教育課程の改善

等に生かしており，学校全体として組織的かつ計画的に教育活動の質の向上を図って

いる。このように，「学習指導」と「学習評価」は学校の教育活動の根幹に当たり，教

育課程に基づいて組織的かつ計画的に教育活動の質の向上を図る「カリキュラム・マネ

ジメント」の中核的な役割を担っている。 

 
（３）主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善と評価 

指導と評価の一体化を図るためには，児童生徒一人一人の学習の成立を促すための

評価という視点を一層重視し，教師が自らの指導のねらいに応じて授業での児童生徒

の学びを振り返り，学習や指導の改善に生かしていくことが大切である。すなわち，平

成 29年改訂学習指導要領で重視している「主体的・対話的で深い学び」の視点からの

授業改善を通して各教科等における資質・能力を確実に育成する上で，学習評価は重要

な役割を担っている。 

 

（４）学習評価の改善の基本的な方向性 

   （１）～（３）で述べたとおり，学習指導要領改訂の趣旨を実現するためには，学習

評価の在り方が極めて重要であり,すなわち，学習評価を真に意味のあるものとし，指

導と評価の一体化を実現することがますます求められている。 

このため，報告では，以下のように学習評価の改善の基本的な方向性が示された。 
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① 児童生徒の学習改善につながるものにしていくこと 

② 教師の指導改善につながるものにしていくこと 

③ これまで慣行として行われてきたことでも，必要性・妥当性が認められないもの

は見直していくこと 

 

３ 平成 29 年改訂を受けた評価の観点の整理 

平成 29 年改訂学習指導要領においては，知・徳・体にわたる「生きる力」を児童生徒

に育むために「何のために学ぶのか」という各教科等を学ぶ意義を共有しながら，授業の

創意工夫や教科書等の教材の改善を引き出していくことができるようにするため，全て

の教科等の目標及び内容を「知識及び技能」，「思考力，判断力，表現力等」，「学びに向か

う力，人間性等」の育成を目指す資質・能力の三つの柱で再整理した（図１参照）。知・

徳・体のバランスのとれた「生きる力」を育むことを目指すに当たっては，各教科等の指

導を通してどのような資質・能力の育成を目指すのかを明確にしながら教育活動の充実

を図ること，その際には，児童生徒の障害の状態や特性及び心身の発達の段階等を踏まえ，

資質・能力の三つの柱の育成がバランスよく実現できるよう留意する必要がある。 

 

図１ 

 

 

 

 

 

 

 

6



 

観点別学習状況の評価については，こうした教育目標や内容の再整理を踏まえて，小・

中・高等部の各教科を通じて，４観点から３観点に整理された2。（図２参照） 

  

図２ 

 

 

４ 平成 29 年改訂学習指導要領における各教科の学習評価 

【視覚障害者，聴覚障害者，肢体不自由者又は病弱者である児童生徒に対する教育を行う特

別支援学校】 

学習指導要領では，視覚障害者，聴覚障害者，肢体不自由者又は病弱者である児童生徒

に対する教育を行う特別支援学校小学部及び中学部においては，各教科の目標，各学年の

目標及び内容並びに指導計画の作成と内容の取扱いについては，それぞれ小学校学習指

導要領第２章及び中学校学習指導要領第２章に示すものに準ずるものとするとされてい

る。 

各教科の学習評価においては，平成 29年改訂においても，学習状況を分析的に捉える

「観点別学習状況の評価」と，これらを総括的に捉える「評定」の両方について，学習指

導要領に定める目標に準拠した評価として実施するものとされた。改善等通知では，以下

のように示されている。 

 

                                                      
2 知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校における各教科等では，平成 29 年改訂学
習指導要領において児童生徒一人一人の学習状況を多角的に評価するため，小・中・高等部の各教科を通
じて，３観点に整理された。 

［平成 20 年改訂］        ［平成 29 年改訂］ 
   

 
 

 

 

 

【参考】学校教育法第３０条第２項 
 

生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，基礎的な知識及び技能を習得させるとともに，これらを活用し

て課題を解決するために必要な思考力，判断力，表現力その他の能力をはぐくみ，主体的に学習に取り組む

態度を養うことに，特に意を用いなければならない。 

関心・意欲・態度 

思考・判断・表現 

技能 

知識・理解 

知識・技能 

思考・判断・表現 

主体的に学習に 

取り組む態度 
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【小学部児童指導要録】 

［各教科の学習の記録］ 

Ⅰ 観点別学習状況 

   学習指導要領に示す各教科の目標に照らして，その実現状況を観点ごとに評価し

記入する。その際， 

    「十分満足できる」状況と判断されるもの：Ａ 

    「おおむね満足できる」状況と判断されるもの：Ｂ 

    「努力を要する」状況と判断されるもの：Ｃ 

  のように区別して評価を記入する。 

 Ⅱ 評定（第３学年以上） 

   各教科の評定は，学習指導要領に示す各教科の目標に照らして，その実現状況を， 

「十分満足できる」状況と判断されるもの：３ 

    「おおむね満足できる」状況と判断されるもの：２ 

    「努力を要する」状況と判断されるもの：１ 

  のように区別して評価を記入する。 

  評定は各教科の学習の状況を総括的に評価するものであり，「観点別学習状況」に

おいて掲げられた観点は，分析的な評価を行うものとして，各教科の評定を行う場合

において基本的な要素となるものであることに十分留意する。その際，評定の適切な

決定方法等については，各学校において定める。 

 

【中学部生徒指導要録】 

（学習指導要領に示す必修教科の取扱いは次のとおり） 

［各教科の学習の記録］ 

Ⅰ 観点別学習状況（小学部児童指導要録と同じ） 

   学習指導要領に示す各教科の目標に照らして，その実現状況を観点ごとに評価し

記入する。その際，  

    「十分満足できる」状況と判断されるもの：Ａ 

    「おおむね満足できる」状況と判断されるもの：Ｂ 

    「努力を要する」状況と判断されるもの：Ｃ 

  のように区別して評価を記入する。 

 Ⅱ 評定 

   各教科の評定は，学習指導要領に示す各教科の目標に照らして，その実現状況を， 

「十分満足できるもののうち，特に程度が高い」状況と判断されるもの：５ 

「十分満足できる」状況と判断されるもの：４ 

    「おおむね満足できる」状況と判断されるもの：３ 

    「努力を要する」状況と判断されるもの：２ 

    「一層努力を要する」状況と判断されるもの：１ 
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   のように区別して評価を記入する。 

評定は各教科の学習の状況を総括的に評価するものであり，「観点別学習状況」

において掲げられた観点は，分析的な評価を行うものとして，各教科の評定を行う

場合において基本的な要素となるものであることに十分留意する。その際，評定の

適切な決定方法等については，各学校において定める。 

 

【知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校】 

平成 29 年改訂において，学びの連続性の観点から，知的障害者である児童生徒のため

の各教科の目標や内容について，小学校等と同様に，育成を目指す資質・能力の三つの柱

に基づき整理された。それを踏まえ，各教科の学習評価においては，学習状況を分析的に

捉える「観点別学習状況の評価」について、学習指導要領に定める目標に準拠した評価と

して実施するものとされた。改善等通知では，以下のように示されている。 

【小学部児童指導要録】 

［各教科の学習の記録］ 

特別支援学校（知的障害）小学部における各教科の学習の記録については，特別支援

学校小学部・中学部学習指導要領（平成 29 年文部科学省告示第 73 号）に示す小学部

の各教科の目標，内容に照らし，別紙４の各教科の評価の観点及びその趣旨を踏まえ，

具体的に定めた指導内容，実現状況等を箇条書き等により文章で端的に記述する。 

 

【中学部生徒指導要録】 

［各教科の学習の記録］ 

特別支援学校（知的障害）中学部における各教科の学習の記録については，特別支援

学校小学部・中学部学習指導要領（平成 29年文部科学省告示第 73 号）に示す中学部の

各教科の目標， 内容に照らし，別紙４の各教科の評価の観点及びその趣旨を踏まえ，

具体的に定めた指導内容，実現状況等を箇条書き等により文章で端的に記述する。 

 

 このように，知的障害者である児童生徒に対する各教科の学習評価については，各教科の

評価の観点及びその趣旨を踏まえて評価（観点別学習状況の評価）することとなっており，

この点について，平成 29年改訂学習指導要領に基づき各教科の指導を通して資質・能力の

三つの柱の育成がバランスよく実現できるよう留意するとともに，学部段階間及び学校段

階間の教育において児童生徒の学習の成果が円滑に接続されるよう工夫する観点から，学

習状況を分析的に捉える「観点別学習状況の評価」を実施する方向性には違いがない。この

ため，知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校においても，学習指導要

領に示す目標の実現の状況を判断するよりどころとして，評価規準を作成することが必要

である。 

 なお，各教科等の指導に当たっては，特別支援学校において，児童生徒一人一人の指導目

標，指導内容等の明確化のために個別の指導計画を作成することとなるが，その際，各学校
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において定める各教科等の評価規準の内容を指導目標，指導内容等の設定に活かすことが

考えられる。 

 

【特別支援学校（全障害種）共通】 

観点別学習状況の評価や評定には示しきれない児童生徒一人一人のよい点や可能性，

進歩の状況については，「個人内評価」として実施するものとされている。改善等通知に

おいては，「観点別学習状況の評価になじまず個人内評価の対象となるものについては，

児童生徒が学習したことの意義や価値を実感できるよう，日々の教育活動等の中で児童

生徒に伝えることが重要であること。特に『学びに向かう力，人間性等』のうち『感性や

思いやり』など児童生徒一人一人のよい点や可能性，進歩の状況などを積極的に評価し児

童生徒に伝えることが重要であること。」と示されている。 

「３ 平成 29年改訂を受けた評価の観点の整理」も踏まえて各教科における評価の基

本構造を図示化すると，以下のようになる。（図３参照） 

 

図３ 

上記の，「各教科における評価の基本構造」を踏まえた３観点の評価それぞれについて

の考え方は，以下の（１）～（３）のとおりとなる。なお，この考え方は，外国語活動（小

学部），総合的な学習の時間，特別活動においても同様に考えることができる。 

 

（１）「知識・技能」の評価について 

「知識・技能」の評価は，各教科等における学習の過程を通した知識及び技能の習得

状況について評価を行うとともに，それらを既有の知識及び技能と関連付けたり活用

したりする中で，他の学習や生活の場面でも活用できる程度に概念等を理解したり，技
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能を習得したりしているかについても評価するものである。 

  「知識・技能」におけるこのような考え方は，従前の「知識・理解」（各教科等にお

いて習得すべき知識や重要な概念等を理解しているかを評価），「技能」（各教科等にお

いて習得すべき技能を身に付けているかを評価）においても重視してきたものである。 

  具体的な評価の方法としては，ペーパーテストにおいて，事実的な知識の習得を問う

問題と，知識の概念的な理解を問う問題とのバランスに配慮するなどの工夫改善を図

るとともに，例えば，児童生徒が文章による説明をしたり，各教科等の内容の特質に応

じて，観察・実験したり，式やグラフで表現したりするなど，実際に知識や技能を用い

る場面を設けるなど，多様な方法を適切に取り入れていくことが考えられる。 

 

（２）「思考・判断・表現」の評価について 

   「思考・判断・表現」の評価は，各教科等の知識及び技能を活用して課題を解決する

等のために必要な思考力，判断力，表現力等を身に付けているかを評価するものである。 

   「思考・判断・表現」におけるこのような考え方は，従前の「思考・判断・表現」の

観点においても重視してきたものである。「思考・判断・表現」を評価するためには，

教師は「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を通じ，児童生徒が思考・

判断・表現する場面を効果的に設計した上で，指導・評価することが求められる。 

   具体的な評価の方法としては，ペーパーテストのみならず，論述やレポートの作成，

発表，グループでの話合い，作品の制作や表現等の多様な活動を取り入れたり，それら

を集めたポートフォリオを活用したりするなど評価方法を工夫することが考えられる。 

 

（３）「主体的に学習に取り組む態度」の評価について 

   答申において「学びに向かう力，人間性等」には，①「主体的に学習に取り組む態度」

として観点別学習状況の評価を通じて見取ることができる部分と，②観点別学習状況

の評価や評定にはなじまず，こうした評価では示しきれないことから個人内評価を通

じて見取る部分があることに留意する必要があるとされている。すなわち，②について

は観点別学習状況の評価の対象外とする必要がある。 

   「主体的に学習に取り組む態度」の評価に際しては，単に継続的な行動や積極的な発

言を行うなど，性格や行動面の傾向を評価するということではなく，各教科等の「主体

的に学習に取り組む態度」に係る観点の趣旨に照らして，知識及び技能を習得したり，

思考力，判断力，表現力等を身に付けたりするために，自らの学習状況を把握し，学習

の進め方について試行錯誤するなど自らの学習を調整しながら，学ぼうとしているか

どうかという意思的な側面を評価することが重要である。 

   従前の「関心・意欲・態度」の観点も，各教科等の学習内容に関心をもつことのみな

らず，よりよく学ぼうとする意欲をもって学習に取り組む態度を評価するという考え

方に基づいたものであり，この点を「主体的に学習に取り組む態度」として改めて強調

するものである。 
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   本観点に基づく評価は，「主体的に学習に取り組む態度」に係る各教科等の評価の観

点の趣旨に照らして， 

① 知識及び技能を獲得したり，思考力，判断力，表現力等を身に付けたりすることに

向けた粘り強い取組を行おうとしている側面 

② ①の粘り強い取組を行う中で，自らの学習を調整しようとする側面 

という二つの側面を評価することが求められる3。 

なお，視覚障害者，聴覚障害者，肢体不自由者又は病弱者である児童生徒に対する教

育を行う特別支援学校における観点別学習状況の評価に係る記録の総括についての考

え方は，図４を参照すること。 

 ここでの評価は，児童生徒の学習の調整が「適切に行われているか」を必ずしも判断

するものではなく，学習の調整が知識及び技能の習得などに結び付いていない場合に

は，教師が学習の進め方を適切に指導することが求められる。 

   具体的な評価の方法としては，ノートやレポート等における記述，授業中の発言，教

師による行動観察や児童生徒による自己評価や相互評価等の状況を，教師が評価を行

う際に考慮する材料の一つとして用いることなどが考えられる。 

 

図４ 

 

 

   

なお，小・中学校学習指導要領の「２ 内容」及び特別支援学校小学部・中学部学習

                                                      
3 これら①②の姿は実際の教科等の学びの中では別々ではなく相互に関わり合いながら立ち現れるものと
考えられることから，実際の評価の場面においては，双方の側面を一体的に見取ることも想定される。例
えば，自らの学習を全く調整しようとせず粘り強く取り組み続ける姿や，粘り強さが全くない中で自らの
学習を調整する姿は一般的ではない。 
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指導要領の「(2) 内容」に記載のない「主体的に学習に取り組む態度」の評価につい

ては，後述する第２章１（２）を参照のこと4。 

 

５ 改善等通知における特別の教科 道徳，外国語活動（小学部），総合的な学習の時

間，特別活動の指導要録の記録 

  改善等通知においては，各教科の学習の記録とともに，以下の（１）～（４）の各教科

等の指導要録における学習の記録について以下のように示されている。 

  

（１）特別の教科 道徳について 

   小学部については，改善等通知別紙１に，「道徳の評価については，28 文科初第 604

号「学習指導要領の一部改正に伴う小学校，中学校及び特別支援学校小学部・中学部に

おける児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について（通知）」に基づき，学習活

動における児童の学習状況や道徳性に係る成長の様子を個人内評価として文章で端的

に記述する」こととされている（中学部についても別紙２に同旨）。 

 

（２）外国語活動について（小学部） 

   改善等通知には，「外国語活動の記録については，評価の観点を記入した上で，それ

らの観点に照らして，児童の学習状況に顕著な事項がある場合にその特徴を記入する

等，児童にどのような力が身に付いたかを文章で端的に記述すること」とされている。

また，「評価の観点については，設置者は，小学校学習指導要領等に示す外国語活動，

の目標を踏まえ，改善等通知別紙４を参考に設定する」こととされている。 

 

（３）総合的な学習の時間について 

   特別支援学校（視覚障害，聴覚障害，肢体不自由又は病弱）小学部については，改善

等通知別紙１に，「総合的な学習の時間の記録については，この時間に行った学習活動

及び各学校が自ら定めた評価の観点を記入した上で，それらの観点のうち，児童の学習

状況に顕著な事項がある場合などにその特徴を記入する等，児童にどのような力が身

に付いたかを文章で端的に記述すること」とされている。また，「評価の観点について

は，各学校において具体的に定めた目標，内容に基づいて別紙４を参考に定めること」

とされている（特別支援学校（視覚障害，聴覚障害，知的障害，肢体不自由又は病弱）

中学部並びに特別支援学校（知的障害）中学部についても別紙２に同旨）。 

 

 

                                                      
4 各教科等によって，評価の対象に特性があることに留意する必要がある。例えば，体育・保健体育科の運
動に関する領域においては，公正や協力などを，育成する「態度」として学習指導要領に位置付けており，
各教科等の目標や内容に対応した学習評価が行われることとされている。 
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（４）特別活動について 

【視覚障害者，聴覚障害者，肢体不自由者又は病弱者である児童生徒に対する教育を行う

特別支援学校】 

小学部については，改善等通知別紙１に，「特別活動の記録については，各学校が自

ら定めた特別活動全体に係る評価の観点を記入した上で，各活動・学校行事ごとに，評

価の観点に照らして十分満足できる活動の状況にあると判断される場合に，○印を記

入する」とされている。また，「評価の観点については，小学校学習指導要領等に示す

特別活動の目標を踏まえ，各学校において別紙４を参考に定める。その際，特別活動の

特質や学校として重点化した内容を踏まえ，例えば『主体的に生活や人間関係をよりよ

くしようとする態度』などのように,より具体的に定めることも考えられる。記入に当

たっては，特別活動の学習が学校や学級における集団活動や生活を対象に行われると

いう特質に留意する」とされている（中学部についても別紙２に同旨）。 

 

【知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校】 

小学部については，改善等通知別紙１に，「特別活動の記録については，小学校及

び特別支援学校（視覚障害，聴覚障害，肢体不自由又は病弱）小学部における特別活

動の記録に関する考え方を参考としながら文章で端的に記述する」とされている（中

学部についても別紙２に同旨）。 

 

【特別支援学校（全障害種）共通】 

特別活動は学級担任以外の教師が指導する活動が多いことから，評価体制を確立し，

共通理解を図って，児童生徒のよさや可能性を多面的・総合的に評価するとともに，確

実に資質・能力が育成されるよう指導の改善に生かすことが求められる。 

 

６ 評価の方針等の児童生徒や保護者への共有について  

  学習評価の妥当性や信頼性を高めるとともに，児童生徒自身に学習の見通しをもたせ

るために，学習評価の方針を事前に児童生徒と共有する場面を必要に応じて設けること

が求められており，児童生徒に評価の結果をフィードバックする際にも，どのような方

針によって評価したのかを改めて児童生徒に共有することも重要である。 

  また，新学習指導要領下での学習評価の在り方や基本方針等について，様々な機会を

捉えて保護者と共通理解を図ることが非常に重要である。 
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第２章 学習評価の基本的な流れ 

本章においては，知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校における

各教科の評価について説明する。なお，視覚障害者，聴覚障害者，肢体不自由者又は病弱者

である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教科の評価，視覚障害者，聴覚障害者，

肢体不自由者又は病弱者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校並びに知的障害

者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の総合的な学習の時間と特別活動の評

価については，国立教育研究所教育課程研究センターが作成する「『指導と評価の一体化』

のための学習評価に関する参考資料 小学校」，同「中学校」を参考とするものとする。 

１ 各教科における評価規準の作成及び評価の実施等について 

（１）目標と観点の趣旨との対応関係について 

   評価規準の作成に当たっては，各学校の実態に応じて目標に準拠した評価を行うた

めに，「評価の観点及びその趣旨5」が各教科等の目標を踏まえて作成されていること，

また同様に，「段階別の評価の観点の趣旨6」が段階の目標を踏まえて作成されているこ

とを確認することが必要である。 

   なお，「主体的に学習に取り組む態度」の観点は，教科等及び段階の目標の（3）に対

応するものであるが，観点別学習状況の評価を通じて見取ることができる部分をその

内容として整理し，示していることを確認することが必要である。（図５，６参照） 

                                                      
5 各教科等の学習指導要領の目標の規定を踏まえ，観点別学習状況の評価の対象とするものに
ついて整理したものが教科等の観点の趣旨である。 
6 各段階の学習指導要領の目標を踏まえ，観点別学習状況の評価の対象とするものについて整
理したものが段階別の観点の趣旨である。 
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図５ 

【学習指導要領「教科の目標」】 

学習指導要領 各教科等の「第１ 目標」 

（1） （2） （3） 

（知識及び技能に関する

目標） 

（思考力，判断力，表現

力等に関する目標） 

（学びに向かう力，人間

性等に関する目標）7 

 

 

【改善等通知「評価の観点及びその趣旨」】 

改善等通知 別紙４ 評価の観点及びその趣旨 

観点 知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度 

趣旨 
（知識・技能の観点の趣

旨） 

（思考・判断・表現の観

点の趣旨） 

（主体的に学習に取り組む態度

の観点の趣旨） 

 

図６ 

【学習指導要領「段階の目標」】 

学習指導要領 各教科等の「２ 各段階の目標及び内容」の段階ごとの「(1) 目標」 

ア イ ウ 

（知識及び技能に関する

目標） 

（思考力，判断力，表現

力等に関する目標） 

（学びに向かう力，人間

性等に関する目標） 

 

 

段階別の評価の観点の趣旨 

観点 知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度 

趣旨 
（知識・技能の観点の趣

旨） 

（思考・判断・表現の観

点の趣旨） 

（主体的に学習に取り組む態度

の観点の趣旨） 

  

（２）「内容のまとまりごとの評価規準」とは 

本参考資料では，評価規準の作成等について示す。具体的には，学習指導要領の規定

から「内容のまとまりごとの評価規準」を作成する際の手順を示している。ここでの「内

容のまとまり」とは，学習指導要領に示す各教科等の「２ 各段階の目標及び内容 (2) 

                                                      
7 学びに向かう力，人間性等に関する目標には，個人内評価として実施するものも含まれてい
る。（P.8 図３参照）※段階の目標についても同様である。 

16



 

内容」の項目等をそのまとまりごとに細分化したり整理したりしたものである8。平成

29 年改訂学習指導要領においては資質・能力の三つの柱に基づく構造化が行われたと

ころであり，基本的には，学習指導要領に示す各教科等の「２ 各段階の目標及び内容」

の「(2) 内容」において9，「内容のまとまり」ごとに育成を目指す資質・能力が示され

ている。このため，「(2) 内容」の記載はそのまま学習指導の目標となりうるものであ

る10。学習指導要領の目標に照らして観点別学習状況の評価を行うに当たり，児童生徒

が資質・能力を身に付けた状況を表すために，「(2) 内容」の記載事項の文末を「～す

ること」から「～している」と変換したもの等を，本参考資料において「内容のまとま

りごとの評価規準」と呼ぶこととする11。 

ただし，「主体的に学習に取り組む態度」に関しては，特に，児童生徒の学習への継

続的な取組を通して現れる性質を有すること等から12，「(2) 内容」に記載がない13。そ

のため，各段階の「(1) 目標」を参考にしつつ，必要に応じて，段階別の評価の観点の

趣旨のうち「主体的に学習に取り組む態度」に関わる部分を用いて「内容のまとまりご

との評価規準」を作成する必要がある。 

                                                      
8 各教科等の学習指導要領の「３ 指導計画の作成と内容の取扱い」(1)アに「単元（題材）など
の内容や時間のまとまり」という記載があるが，この「内容や時間のまとまり」と，本参考資料
における「内容のまとまり」は同義ではないことに注意が必要である。前者は，主体的・対話的
で深い学びを実現するため，主体的に学習に取り組めるよう学習の見通しを立てたり学習した
ことを振り返ったりして自身の学びや変容を自覚できる場面をどこに設定するか，対話によっ
て自分の考えなどを広げたり深めたりする場面をどこに設定するか，学びの深まりをつくりだ
すために，児童生徒が考える場面と教師が教える場面をどのように組み立てるか，といった視点
による授業改善は，１単位時間の授業ごとに考えるのではなく，単元や題材などの一定程度のま
とまりごとに検討されるべきであることが示されたものである。後者（本参考資料における「内
容のまとまり」）については，本文に述べるとおりである。 
9中学部外国語においては，「２ 内容」である。 
10 「(2) 内容」において示されている指導事項等を整理することで「内容のまとまり」を構成し
ている教科もある。この場合は，整理した資質・能力をもとに，構成された「内容のまとまり」
に基づいて学習指導の目標を設定することとなる。また，目標や評価規準の設定は,教育課程を
編成する主体である各学校が，学習指導要領に基づきつつ児童生徒や学校，地域の実情に応じて
行うことが必要である。 
11 中学部職業・家庭（家庭分野）については，学習指導要領の目標及び分野の目標のイに思考
力・判断力・表現力等の育成に係る学習過程が記載されているため，これらを踏まえて「内容の
まとまりごとの評価規準」を作成する必要がある。 
12 各教科等の特性によって単元や題材など内容や時間のまとまりはさまざまであることから，
評価を行う際は，それぞれの実現状況が把握できる段階について検討が必要である。 
13 各教科等によって，評価の対象に特性があることに留意する必要がある。例えば，体育・保健
体育科の運動に関する領域においては，公正や協力などを，育成する「態度」として学習指導要
領に位置付けており，各教科等の目標や内容に対応した学習評価が行われることとされている。 
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なお，各学校においては，「内容のまとまりごとの評価規準」の考え方を踏まえて，

学習評価を行う際の評価規準を作成する。 

 

（３）「内容のまとまりごとの評価規準」を作成する際の基本的な手順 

各教科における，「内容のまとまりごとの評価規準」を作成する際の基本的な手順は

以下のとおりである。 

①，②については，第２編において詳述する。同様に，【観点ごとのポイント】につ

いても，第２編に各教科等において示している。 

 

（４）評価の計画を立てることの重要性 

   学習指導のねらいが児童生徒の学習状況として実現されたかについて，評価規準に

照らして観察し，毎時間の授業で適宜指導を行うことは，育成を目指す資質・能力を

児童生徒に育むためには不可欠である。その上で，評価規準に照らして，観点別学習

状況の評価をするための記録を取ることになる。そのためには，いつ，どのような方

法で，児童生徒について観点別学習状況を評価するための記録を取るのかについて，

評価の計画を立てることが引き続き大切である。 

   毎時間児童生徒全員について記録をとり，総括の資料とするために蓄積することは

現実的ではないことからも，児童生徒全員の学習状況を記録に残す場面を精選し，か

つ適切に評価するための評価の計画が一層重要になる。 

 

（５）観点別学習状況の評価に係る記録の総括 

   適切な評価の計画の下に得た，児童生徒の観点別学習状況の評価に係る記録の総括

の時期としては，単元（題材）末，学期末，学年末等の節目が考えられる。 

   各教科の観点別学習状況の評価を総括することは，児童生徒がどの教科の学習に望

ましい学習状況が認められ，どの教科の学習に課題が認められるのかを明らかにする

ことにより，個別の指導計画の実施状況の評価と，教育課程全体を見渡した学習状況の

把握と指導や学習の改善に生かすことを可能とするものである。 

   また，観点別学習状況の評価に係る記録の総括は，学期末や学年末などに行われるこ

とが多い。学年末に総括する場合には，学期末に総括した評価の結果を基にする場合と，

学年末に観点ごとに総括した結果を基にする場合が考えられる。その際，特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領に示す各教科の目標に照らして，その実現状況を箇条書き

 学習指導要領に示された教科及び段階の目標を踏まえて，「評価の観点及びその趣旨」

が作成されていることを理解した上で， 

① 各教科における「内容のまとまり」と「評価の観点」との関係を確認する。 
 

② 【観点ごとのポイント】を踏まえ，「内容のまとまりごとの評価規準」を作成する。 
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等により文章で端的に記述して表すこととなるが，常にこの結果の背景にある児童生

徒の具体的な学習の実現状況を思い描き，適切に捉えることが大切である。 

なお，各学校では観点別学習状況の評価の観点ごとの総括及び記録の総括の考え方

や方法について，教師間で共通理解を図り，児童生徒及び保護者に十分説明し理解を得

ることが大切である。 
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